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【議事要旨】 

 

１．開会のことば  

金坂道人 副議長 （略） 

 

２．議長挨拶 （要旨） 

森川雅之 議長 

茂原市議会は、一般質問における一問一答方式の導入、政務活動費のホーム―

ページでの公開、本会議における各議員の賛否の公表、傍聴者への参考資料の配

布などを行ってきた。議会基本条例を制定し、あるべき姿として「開かれた議会

」を目指している。住民との距離が遠いとの指摘もある。市民の皆様の意見をう

かがい、実のある報告会にしたい。議会の存在価値を高めていきたい。 

茂原市議会は新しい対応をし、さらなる活性化・改革を進めていく。９月議会

からはインターネット中継も導入予定である。 

 

３．議会報告会趣旨説明  （要旨） 

中山和夫 議会運営委員長 

これまでの市町村のまちづくりは、人口増加及び税収増を前提として行政主導

で行われてきた。しかしながら日本の人口は減少に転じ、税収も思うように伸び

ていないのが実態であり、これまでの前提条件でまちづくりは出来なくなったこ

とを自覚する必要がある。 

一方、２０００年に地方分権法が施行され、地方は自立し自己決定・自己責任

によるまちづくりが求められている。この対応を図るためには新たなルールが必

要であり、茂原市でも「まちづくり条例」と「議会基本条例」をつくった。この

議会基本条例に基づき、開かれた身近な議会の一環として本日の議会報告会を開

催することになった。 

 

４．議会報告 

（１）予算審査特別委員会（平成２８年度一般会計予算）の審議  

腰川日出夫 委員長 

①日本経済と本市の状況について （略） 

 

②予算編成方針について 

第５次３か年実施計画及び行財政改革大綱第６次実施計画との整合性を図るこ

とを基本とし、「茂原市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本目標に向けた事

業を推進しつつ、引き続き従来から進めてきた安全・安心なまちづくり、将来を

見据えた基盤整備等を継続していく。 
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③平成２８年度の予算の概要について 

歳入では、給与所得の伸びによる個人市民税、住宅の新規建設による固定資産

税の増があるものの、税率改正の影響による法人市民税の減等が見込まれること

から依然厳しい状況。 

歳出では、扶助費等の義務的経費の増加が見込まれるほか、地方創生の実現に

向けた出産・子育て支援の充実や、雇用創出、将来を見据えた基盤整備の対応が

求められており、歳出の増加につながっている。 

平成２８年度一般会計予算は、歳入歳出の総額を２９６億３,４００万円とし、

対前年度比１５億４,６００万円、５.５％の増となり過去最大の予算となった。 

 

④平成２８年度で増額した主な事業について 

・茂原にいはる工業団地への負担金として、７億４,６００万円。 

・（仮称）茂原長柄スマートインターチェンジ設置事業として、１億９,９４７万

円余。 

・新共同調理場建設事業として、８,５４６万円余。 

・本納公民館・本納支所複合施設建設事業として、４,７９５万円余。 

・その他、新規事業として茂原公園再生事業、本納駅東地区まちづくり整備事業

など。 

 

⑤審査の方針について 

事業経費の精査・適正化を図っているか、各種指標の改善はなされているか、

債務残高が適切に管理されているか等に重点を置き、厳正に審査した。 

 

⑥審査の結果及び要望事項について 

平成２８年度一般会計予算は、賛成者多数により原案どおり可決。 

多くの意見・要望が出された。主な内容は以下のとおり。 

・市民要望への対応や生活関連施設の整備等、市民生活に直結する事業の推進に

努めること。 

・他市に先駆けた、茂原市独自の施策を打ち出し、市民サービスの向上に努める

こと。 

・公共施設等の統廃合の進捗に努められると共に、市民のための施策が一層進む

よう努めること。 
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・子ども医療費助成は所得制限の撤廃と高校３年生まで対象を拡充するよう努め

ること。 

・農業が抱える後継者不足の解消に向け、青年就農者に対しては地域ぐるみでの

総合的な対策を講じること。 

・交通安全対策事業は、交通事故を未然に防止することが重要であるため、予算

を拡充し、早期に対策を講じられること。 

 

（２）常任委員会（平成２８年第１回定例会）の審議について 

総務委員会  

初谷智津枝 委員長 

①委員紹介 （略） 

 

②平成２７年度 茂原市一般会計 補正予算 

歳入歳出予算の総額に、９億９，２７４万８千円を追加し、総額を２９５億４，

５５３万８千円とするもの。 

減額する主な内容として、土木費の「道路橋梁維持補修費」７，９００万円余、

「道路改良事業費」で４，２００万円余、「街路事業費」で４，６００万円余につ

いては、国の補助事業として採択されなかったことから減額。 

増額する主な内容としては、情報セキュリティ強化に伴う「情報化推進事業」

に２，４００万円余があった。 

委員会では、全員異議なく可決し、本会議でも全会一致で可決。 

 

③茂原市行政不服審査会条例の制定 

行政不服審査法の改正に伴い、市が行った行政処分に対する審査請求の審理に

おいて、第三者の立場から市の判断の可否を審査するための諮問機関を設置する

ことが義務付けられたことから、新たに「茂原市行政不服審査会」を設置するた

めの条例を制定。 

委員会では全員異議なく可決し、本会議でも全会一致で可決。 

 

④茂原市職員の退職管理に関する条例の制定 

地方公務員法の改正に伴い、職員の退職等に関する規定が新たに設けられ、必要

な事項を条例で定めることとされたため、新たに制定。 

主な内容としては以下のとおり 

１）営利企業等に再就職した元職員による、現職の市職員に対しての、職務上

の働きかけの制限 

２）職員が営利企業等へ再就職する場合の届出の義務化 
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３）２年以内に営利企業等へ再就職した、在職時、課長級以上の職員の氏名・ 

再就職先等の公表 

委員会では全員異議なく可決し、本会議でも全会一致で可決。 

 

⑤その他の案件 

専決処分された「茂原市税条例等の一部を改正する条例」の報告１件、「茂原市

まちづくり条例の一部を改正する条例」など条例改正１２件、公共下水道の建設

工事委託協定の協定額の変更に係るものとして、議会の議決を要するもの２件。 

１５件の議案は、委員会では全員異議なく可決し、本会議でも全会一致で可決。 

 

教育福祉委員会  

山田広宣 副委員長 

①平成２７年度 茂原市特別会計 介護保険事業費 補正予算 

従来の予算総額から５５３万６千円を減額し、６４億６，３７６万１千円とす

る。 

減額する主な内容として、施設介護サービス給付費４３９万６千円減、地域支

援事業費の二次予防事業５６６万９千円減などを実際の利用見込みに基づいて減

額する。 

また、増額する主な内容は、人事院勧告による勤勉手当支給率の改定等による

一般職人件費６４万３千円、高額介護サービス費給付費４３４万７千円、さらに

新規事業として総合事業の開始に伴って訪問型及び通所型サービスにおけるケア

プラン作成委託料となる「介護予防ケアマネジメント事業」１４０万１千円。 

委員会及び本会議で賛成多数で可決。 

 

②平成２８年度 茂原市特別会計 介護保険 事業費予算 

歳入歳出予算それぞれの総額を６５億８，５２８万円とし、対前年度比１億８，

７３４万円、２．９％増。 

歳入の主な内容は、保険料１５億１,１００万円。国庫負担金、国庫補助金を合

わせて１３億９,５２１万円余。介護給付費交付金、地域支援事業支援交付金合わ

せて１７億４,５２７万円余。一般会計からの繰入金９億４,９６０万円余など。 

歳出の主な内容は、人件費、介護保険制度の運営経費など総務費として１億６,

７２６万円余。居宅介護サービス給付費２８億８,４５９万円。介護老人福祉施設

等の入所に係る施設介護サービス給付費１７億０，０１４万円余など。 

「総合事業」について、前倒しで事業を開始した理由についての質問に対し、

当局から、「本市の実情に応じた効果的なサービスを展開するには、早期に現行サ

ービスを総合事業へ移行することが有効と考えた。」、「国、県負担金の財源確保に

おいても有利と判断したことから前倒しで開始した。」と説明があった。 

委員会及び本会議で賛成多数で可決。 
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③特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正 

する条例の制定 

保健師、社会福祉士、認知症サポート医の３職種による「認知症初期集中支援

チーム」を構成する上で、認知症疾患の専門医を「認知症サポート医」とし、報

酬月額を８万５千円と規定する。 

委員会では全員異議なく可決し、本会議でも全会一致で可決。 

 

 

④その他の案件 

地元の要望により児童遊園４ヶ所を廃止。その他、厚生労働省令の一部改正に

伴う条例改正４件。 

５件の議案は、委員会では全員異議なく可決し、本会議でも全会一致で可決。 

 

建設委員会  

ますだよしお 委員長 

①平成２８年度 茂原市特別会計 下水道 事業費予算 

下水道事業費の予算総額を１６億５，２７８万８千円とする。前年度と比較し、

７，６８０万９千円、４．４％の減。 

歳入の主な内容は、下水道使用料として６億９，３７２万５千円、国からの補

助金として６，９５０万円、一般会計からの繰入金として２億７，８２７万４千

円、下水道事業債として４億４，０１０万円を計上。 

歳出の主な内容は、一般管理費に１億３，３４３万円が計上されておりますが、

特に、委託料に１，９１８万７千円を計上し、公営企業会計の適用に向けた移行

業務に取り組む。 

 維持管理費には、処理場、ポンプ場、管渠等の維持管理に伴う人件費及び事

業費として３億８，３８２万９千円を計上。 

工事費には、５億４，６５０万円を計上。特に、委託料として３億８，１５０

万円を計上し、東部台地区の汚水管渠工事や処理場の長寿命化計画実施設計業務

等を委託。 

公債費は、下水道事業債の償還金として５億７，８０２万８千円を計上。 

委員会では全員異議なく可決し、本会議でも全会一致で可決。 

 

②平成２８年度 茂原市特別会計 駐車場 事業費予算 

本案は、駐車場事業費の予算総額を９，０９９万１千円とする。前年度と比較

し、５３万５千円、０．６％の減。 

歳入の主な内容は、駐車場使用料等として３，１８５万１千円、一般会計から
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の繰入金として５，４００万円を計上。 

歳出の主な内容は、駐車場の管理委託料として８４７万６千円、駐車場用地の

借上料として３，０３３万２千円、駐車場事業債の償還金として４，４２６万６

千円を計上。 

委員会では全員異議なく可決し、本会議でも全会一致で可決。 

 

③下水道使用料の徴収処分の異議申立てに関する諮問 

本件は、市が行った井戸水を使用している世帯の下水道使用水量の認定処分、

及び下水道使用料の徴収処分について、行政不服審査法に基づく異議申し立てが

あったため、地方自治法の規定により議会に対し諮問という手続きにより意見を

求められた。 

世帯人数の認定は行政不服審査法に規定する「処分」には当たらず、異議申立

て期間については、申立人にとって異議申立ての利益がなく、異議申立てを却下

する旨の市当局の判断を全員異議なく、「適当」とした。 

今後、井戸水併用世帯に対しては、検針時の伝票に算定基礎人数を明記するこ

とや、定期的に世帯人数確認のための通知を行う等、より親切な対応を検討する

ように市当局に対し強く要望した。 

 

市民環境経済委員会  

三橋弘明 委員長 

①平成２８年度 茂原市特別会計 国民健康保険 事業費予算 

本案は歳入歳出予算の総額を、１３１億２，０３２万円とする。対前年度比４

億４，１６７万９千円、３．５％の増。 

歳入の主な内容は、保険税２５億２，４５１万円、国県支出金３０億５，２２

０万円余、前期高齢者交付金・共同事業交付金等の各種交付金６０億５，６３５

万円余、一般会計からの繰入金等１０億９４８万円余など。 

歳出の主な内容は、保険給付費８０億２，０８３万円余、後期高齢者支援金等

１４億２，４２７万円余、介護納付金５億５，０３０万円余、高額医療等に対す

る共同事業への拠出金２７億６，９４２万円余など。 

委員会及び本会議で賛成多数で可決。 

 

②平成２８年度 茂原市特別会計 後期高齢者医療 事業費予算 

本案は歳入歳出予算の総額を、１０億４，３９１万５千円とする。対前年度比

１億９７５万７千円、１１．７％の増。 

歳入の主な内容は、保険料７億６，３９５万円余、一般会計からの繰入金２億

６千万円余など。 

歳出の主な内容は、人件費や運営経費などの総務費５，５７２万円余、後期高

齢者医療広域連合納付金９億８，４６４万円など。 
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委員会及び本会議で賛成多数で可決。 

 

③その他の案件 

平成２７年度特別会計の補正予算３件、平成２８年度特別会計予算１件、条例

の制定及び改正各１件、保有株式の権利の放棄に関するもの１件。 

７件の議案は、委員会では全員異議なく可決し、本会議でも全会一致で可決。 

 

④農業委員会に関する法改正  

担い手への農地等の利用の集積・集約化、遊休農地の発生防止・解消、新規参

入の促進などについて、必須事務として明確に位置付け。 

農業委員の公選制を廃止し、市長が市議会の同意を得て任命する方法に改める。

（委員の過半数は、原則として、認定農業者でなければならない。） 

その他、農地利用最適化推進委員の新設など。 

 

 

（３）議員定数検討部会の検討について  

市原健二 部会長 

①部会の構成（略） 

 

②議員定数 

茂原市議会の議員定数は、平成２５年４月の一般選挙から２４人。前回の検討

から３年が経過し、本市の人口の将来推計も減少傾向にあることなどから、適正

な議員定数について改めて検討を行うため、議長の諮問により議員定数検討部会

を設置して検討を行った。 

議員定数を検討するにあたっては全国共通の基準はない。（当日配布資料⑥参照） 

まず、全国及び県内類似団体等について調査して比較・検討を行った。議員定

数については、類似団体の全国平均が２１．４人、県内平均が２１．５人となっ

ており、本市議会が２人程度多い状況が確認された。 

なお、人口規模のみ同程度である団体（人口９万人以上１０万人未満）との比

較においては、全国平均が２４．１人となっており、本市議会の２４人は、概ね

標準的であることが確認された。 

また、議員１人当たりの人口は、本市が３，８１３人であるのに対し、類似団

体の全国平均が３，２６４人、県内平均が３，３６８人となっていることから、

人口との比率という観点では、全国的にみても、県内の状況からも標準を上回っ

ていることが確認された。 

次に、議会活動の充実という観点から検討を行った。類似団体の常任委員会設

置数を確認すると、ほとんどの市議会が３委員会制としていることが確認された。  

今後、本市議会においても３委員会制への再編が望ましいとの意見、また、意
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見の多様性や議論の活発さを考慮すると、１委員会７人ないしは８人程度をベタ

ーとする意見が多く出された。これらを踏まえ、委員会審議の充実の観点からは、

議員定数２１人から２４人程度が望ましいと判断した。 

次に、欠員を生じていた当時の本市議会（実数２２人）について、評価を行っ

た。２人欠員の状況においても議会の機能が著しく損なわれることはなかったと

いう見解が大半であり、定数削減を主張する全ての委員が、議員定数２２人を妥

当とする意見だった。 

次に、議会には、民意を反映した意思決定を行うことが期待されていることか

ら、市民の代表性の確保の観点から検討を行った。行政への民意の反映は、定数

を削減しても十分可能である」との意見もあった。市民から定数削減の声も聞か

れる状況が確認された。 

以上、様々な観点から総合的に判断した結果、本検討部会として、議員定数を

現在の２４人から２人減員の２２人とすることとした。 

 

③議員報酬 

議員報酬については、平成６年１２月に現行の額となって以降、現在まで見直

しがされていない。一方で、議員定数については、８人の定数削減を行うことと

なる。主な意見は以下のとおり。 

 

・若い世代をはじめ、有能な人材を幅広く市議会に登場させること、また、活動

の専門性を高めるため、専業としても議員活動が十分可能となるような報酬額

であることが必要である。 

・若い世代で高い志を持ち、市議会議員に感心があっても、現在の議員報酬では

議員活動と生活の両立が困難であるとの理由から、立候補を断念するという声

を聞く。議員報酬の総額を引き上げることは好ましくないが、議員定数削減に

より、現在の議員報酬総額を再分配し、議員一人当たりの報酬額を引き上げる

方策を検討すべき。 

・本市の財政状況や市民感情を踏まえると、現状維持が適当である。 

  

本検討部会としては、議員報酬について、定数削減と併せておおむね１０％程

度の引上げ改定を行うことが妥当であると結論付けた。 

 

  



- 11 - 

 

５．質疑応答及び意見交換 

主な質問（回答）と意見（要望） 

①【質問】 

・議員定数と報酬の件は、もっと市民の意見を聞くべき。 

・増額するなら報酬より政務活動費が望ましい。 

・政務活動費の交付先は会派ではなく議員個人にすべき。 

 

【回答】 

・議員定数３０名での議員報酬の年額は約１億４,７００万円。 

・定数２２名では報酬を１０％増額した場合の総額は約１億２千万円 

となり、約２，７００万円の減額となる。 

・６月議会に改正案を提案予定だが、実施は来年の一般選挙後から。 

・政務活動費は議員一人当たり月１万４千円を会派に支給。 

・現行制度では個人に交付するのは難しい。 

 

②【意見・要望】 

・市民感覚から議員報酬を上げるのは疑問。 

・定数削減と報酬増額は別個に提案し、各議員の賛否が分かるように

してほしい。 

 

③【質問】 

・本納駅東口地区の整備の予算額は。 

【回答】 

・予算額は後程お知らせする。 

（平成２８年度当初予算では１，０９６万２千円。伝達済み） 

 

④【質問】 

・人口減少の長期的なシミュレーションをしているか。 

【回答】 

・人口減少は、「茂原市まち・ひと・しごと創生総合戦略」でシミュレ

ーションしている。 

 

⑤【質問】 

・農政について、後継者不足や法人化、耕作放棄地の対策を。 

【回答】 

・議会としても当局に申し入れている 
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⑥【要望】 

・手話通訳者による相談窓口を週１日４時間から週５日への拡充を。 

・手話奉仕員の養成講座の充実を。 

【回答】 

・推進できるように当局に伝える 

 

⑦【質問】 

・本納の複合施設の設計には木の活用について検討を加えたか。 

 

【回答】 

・本納の複合施設は公共施設最適化事業債を活用。 

・設計に時間がかけられず、木の活用は検討していないと思われる。 

 

⑧【質問】 

・なぜ予算を補正しても余剰金が出るのか。 

【回答】 

・歳出では事業ごとに少しずつ不用額が出る。 

・歳入は税収が見込みを上回る傾向がある。 

・議員からも余剰金を市民要望へ活用すべきと当局に要望している。 

 

⑨【質問】 

・茂原駅南口公共駐車場は行政で行う必要性はあるのか。 

【回答】 

・駅前再開発に伴い建設したものである。 

・平成３２年度まで契約。 

・その後については地主と協議中。 

 

⑩【要望】 

・多様な意見を吸い上げるためにも議員数は多いほうが良い。 

・委員会は７～８人で構成を。 

 

⑪【質問】 

・議会での一般質問の質問者はどう決められているか。 

・質問回数の公開を。 

【回答】 

・（一般質問は）自己申告で規制はない。 

・回数は「議会だより」で確認できる 

  



- 13 - 

 

⑫【要望】 

・議長の任期について、議長は４年間務めてほしい。 

 

⑬【要望】 

・議会から当局への多くの要望や意見がどのように反映されたか、 

今後の報告会で報告を。 

・自治体間競争だけでなく、自治体間の協力も必要では。 

【回答】 

・当局への要望や意見はＰＤＣＡサイクルでしっかりチェックし、評 

価していく。 

 

６．閉会のことば  

金坂道人 副議長 （略） 

 


